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１．これまでの経緯・事業スケジュール
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〇これまでの経緯

年月日 取り組み状況

平
成
29
年

3月10日 被災市街地復興推進地域の都市計画決定

4月30日 土地区画整理事業に関する事前説明会

11月9日
～11月12日 施行区域の都市計画決定に係る説明会

12月20日 町都市計画審議会

平
成
30
年

1月15日～ 個別訪問による土地区画整理事業のしくみ等の説明

3月5日 町都市計画審議会

3月8日 益城中央被災市街地復興土地区画整理事業
都市計画決定

3月16日 県施行協定締結

4月12日・29日 用地先行買収に関する説明会

6月4日・21日
7月6日 土地区画整理事業協議会の開催（第１～３回）

7月20日・22日 事業計画案に関する説明会



１．これまでの経緯・事業スケジュール
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〇これまでの経緯

年月日 取り組み状況

平
成
30
年

8月4日～ 土地利用意向調査アンケート（郵送）の実施

9月7日 県都市計画審議会（意見書の審査）

9月11日 土地区画整理事業協議会の開催（第４回）

9月27日 事業計画に係る国土交通大臣認可

10月5日 事業計画決定の公告（事業着手）

10月5日・7日 事業認可後の手続き等に関する説明会

10月10日～ 現地測量及び換地設計等に着手

11月1日～ 個別訪問による土地利用の意向等確認

11月21日 土地区画整理事業協議会の開催（第５回）

平
成
31
年

1月28日
2月27日

土地区画整理審議会（第１・２回）の開催

3月8日 土地区画整理事業協議会の開催（第６回）

3月15日・17日 事業計画の変更案等に係る説明会の開催

※土地区画整理事業協議会及び土地区画整理審議会は傍聴できます。
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○事業の流れ

１．これまでの経緯・事業スケジュール

計画段階 実施段階 収束段階

移
転
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事
業
計
画

区
画
整
理

審
議
会

換
地
設
計

工
事

補
償

換地設計

H30.9 H31.1

第
１
回
審
議
会

補償説明

H31.4

6 H32.4 6

第
３
回
審
議
会

仮
換
地
案
説
明

委
員
決
定

立
候
補
受
付

（
選
挙
人
名
簿
）

縦

覧

移転計画検討 補償調査・補償費算定 第
一
回

補
償
契
約

権利の申告

地積更正の
申出(60日間)

：権利者の皆様と個別にやり取りする内容

路線測量・造成計画
実施設計作成

※施行時期に合わせ順次

第
５
回
審
議
会

第
一
回
仮
換
地
指
定

諮
問

6

支障物件の除却

12 ～

基盤整備工事
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一
回
仮
換
地
指
定
箇
所
の
引
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し

仮
換
地
案
の
個
別
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明

※施行時期に合わせ順次

現 在

１．これまでの経緯・事業スケジュール

第
一
回
指
定

工
区
着
工

※
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に
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順
次

（
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工
承
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箇
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第
二
回
仮
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用地買収
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画
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定

事
業
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可

換
地
処
分
（
公
告
）

H40.3

第
三
回

第
四
回
～

※原則、仮換地の引渡し後、法第76条申請許可を経て、建築等の着手が可能となります。
※スケジュールは関係機関との協議等により変動する可能性があります。

3 4
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必要に応じて、随時、
事業計画の変更手続き
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４
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縦
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基盤整備工事
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仮
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仮
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指
定

第
三
～
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２－１ 当初事業計画からの変更内容

１．当初事業計画からの変更内容

１）設計概要の変更
・土地利用計画の変更
⇒災害公営住宅地を新たに位置付け

・道路、公園の配置や規模の変更
⇒交通広場の計画決定
⇒８～１６ページで詳細説明

・幹線道路の無電柱化（電線共同溝の追加）
⇒１７，１８ページで詳細説明

２）資金計画の変更
⇒設計内容変更に伴う事業費（支出・収入の変更）

その他の
・事業名称、施行者名
・施行地区の区域
・事業施行期間

は変更ありません。



１）設計概要の変更（土地利用、道路・公園の配置や規模の変更）

◆道路 ～道路計画の基本方針と変更の観点～

①安全性を考慮した配置

②土地利用計画に即した配置

③既存家屋を可能な限り存置

④従前地形・既存道路を活かした線形での配置

⑤道路､整地設計に伴う道路用地の確保

⑥換地設計を想定した線形・配置の調整

道路計画の基本方針・・・当初認可時

今回の変更で加味した内容

8

２－１ 当初事業計画からの変更内容

〇生活の継続・早期生活再建の実現の観点
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◆道路 ～道路計画の基本方針と変更の観点～ 具体的な内容

①安全性を考慮した配置

・食い違い交差の解消

・益城町地域防災計画（避難路・避難地編）との整合

②土地利用計画に即した配置

・公共､公益施設（交通広場､災害公営住宅等）の位置付けとの整合

・導入機能配置イメージとの整合

・街区形状の適正化

③既存家屋を可能な限り存置

・準拠点測量※を踏まえた家屋等の存置化

④従前地形・既存道路を活かした線形での配置

・準拠点測量※を踏まえ、従前の高低差やアクセス性、既存道路の機能確保など

土地利用の継続性

⑤道路､整地設計に伴う道路用地の確保

・高低差が想定される箇所の道路用地の拡幅

・不整形地の公共用地化

⑥換地設計を想定した線形・配置の調整

・原位置換地や従前土地利用の継続性の観点

・整理前後の相隣関係や活断層の有無など、照応の原則の観点

２－１ 当初事業計画からの変更内容

※準拠点測量
建物等の位置を正確に
把握するための測量



① 良好な住環境の整備

②大規模な災害に強いまちの実現

③適正な公園規模の確保

10

④接する道路の計画変更に伴う配置・面積の確保

⑤従前地形を踏まえた配置・面積の確保

⑥換地設計を想定した配置・面積の確保

今回の変更で加味した内容

２－１ 当初事業計画からの変更内容

◆公園 ～公園計画の基本方針と変更の観点～

〇生活の継続・早期生活再建の実現の観点

公園計画の基本方針・・・当初認可時
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１）設計概要の変更（土地利用・道路・公園の配置や規模の変更）

～変更前後重ね図（地区全体）～

２－１ 当初事業計画からの変更内容
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〇設計図の変更（道路・公園の配置や規模の変更）

～変更前後比較図１【地区の北西部】～

変更前 変更後

２－１ 当初事業計画からの変更内容

①②

③

④

災害公営
住宅
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〇設計図の変更（道路・公園の配置や規模の変更）

～変更前後比較図２【地区の北東部】～

変更前 変更後

２－１ 当初事業計画からの変更内容

②

①

③

④

⑤

⑥

災害公営
住宅
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〇設計図の変更（道路・公園の配置や規模の変更）

～変更前後比較図３【地区の南東部】～

変更前 変更後

２－１ 当初事業計画からの変更内容

⑤

③

②

①

④
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〇設計図の変更（道路・公園の配置や規模の変更）

～変更前後比較図４【地区の南西部（横町線側）】～

変更前 変更後

２－１ 当初事業計画からの変更内容

①
②

③

④

⑤

⑥災害公営
住宅

災害公営住宅
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〇設計図の変更（道路・公園の配置や規模の変更）

～変更前後比較図５【地区の南西部（中央公園側）】～

変更前 変更後

２－１ 当初事業計画からの変更内容

①

②

③

④

災害公営
住宅

災害公営
住宅

⑤



１）設計概要の変更（幹線道路の無電柱化）

◆電線共同溝 ～無電柱化の基本方針～
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２－１ 当初事業計画からの変更内容

１．防災性の向上
・緊急輸送道路などの幹線道路において、避難路等災害の被害の
の防止を図る
・避難、救助、救援、復旧活動を支える道路空間の確保

２．安全性・快適性の確保
・高齢者、障害者等の歩行者の多い道路や人通りの多い商店街等
安全かつ円滑な交通の確保

３．良好な景観形成
・良好な景観の形成を図ることで、魅力ある街並みを保全・育成する

無電柱化を図るために、幹線道路（県道熊本高森線、県道益城菊陽線、
町道横町線）の地下に電線等を収容するための電線共同溝を整備
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◆電線共同溝とは

電気、通信などのライフラインをまとめて道路などの地下に埋設する

ための設備

電線共同溝イメージ
（出典：国土交通省中国地方整備局HP）

施行地区内の電線共同溝設置箇所

県道熊本高森線 １，３６２ｍ
県道益城菊陽線 ６５４ｍ
町道横町線 ４５８ｍ

２－１ 当初事業計画からの変更内容
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（１）事業の目的

本地区においては、熊本都市圏東部地域における都市拠点として、「益城町

復興計画」の土地利用構想に基づき、行政・商業・サービス・交通結節点等、

高次の都市機能を誘導するとともに、快適で災害に強いまちづくりの実現に向

け、道路や公園等、公共施設の整備改善と宅地の利用増進を図ることを目的

とする。

（２）土地区画整理事業の名称等

①名称：熊本都市計画事業益城中央被災市街地復興土地区画整理事業

②施行者：熊本県

③事業施行期間：平成30年10月5日から平成40年3月31日まで

④施行面積：約28.3ha

⑤施行地区の区域：区域図のとおり（町の都市計画決定と同一範囲。

23ページ参照）

⑥設計の概要：設計図案、市街化予想図変更案のとおり（24・25ページ参照）

( 2028年 )

２－２ 事業計画変更（案）の概要
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（３）事業施行前後の面積

種目
施行前 施行後

摘要
地積（㎡） 割合（％） 地積（㎡） 割合（％）

公
共
用
地

道路
３０，６６０
２９，８６１

１０．８
１０．５

７７，４７９
７２，７３４

２７．３
２５．７

河川・水路
１，５８５
１，０６４

０．６
０．４

１，０６３
１，０８４ ０．４

公園 ― ―
７，０９２
１０，６２９

２．５
３．７

中央公園用地として約3,000㎡
を財務省より借用

その他
１９，１７５
１９，１７８ ６．８

― ―
事業認可前の
先行買収用地

公共用地計
５１，４２０
５０，１０３

１８．２
１７．７

８５，６３４
８４，４４７

３０．２
２９．８

宅
地

民有地
１７５，６４７
１８６，６１２

６２．０
６５．９ １９７，５０４

１９８，６９１
６９．８
７０．２

国・公有地
５０，８８４
３８，１９８

１８．０
１３．５

宅地計
２２６，５３１
２２４，８１０

８０．０
７９．４

１９７，５０４
１９８，６９１

６９．８
７０．２

測量増減
５，１８７
８，２２５

１．８
２．９

― ―

合計 ２８３，１３８ １００．０ ２８３，１３８ １００．０

※土地区画整理事業では、公共用地以外の土地は全て「宅地」に分類しますので、皆様方の所有地は登
記簿が「宅地」以外になっていても上表の「宅地」に含みます。

赤字：変更後
黒字：変更前

２－２ 事業計画変更（案）の概要



（４）減歩率

整理前宅地地積 左記更生地積 Ａ
測量増減を加減したもの

整理後宅地地積
Ｂ

差引減歩地積
Ｃ （Ａ－Ｂ）

減歩率
Ｃ／Ａ×100

２２６，５３１㎡
２２４，８１０㎡

２３１，７１８㎡
２３３，０３５㎡
（２１９，１４８㎡）
（２２０，４６５㎡）

１９７，５０４㎡
１９８，６９１㎡

３４，２１４㎡
３４，３４４㎡
（２１，６４４㎡）
（２１，７７４㎡）

１４．８％
１４．７％

（９．９％）

※上記の減歩率は地区全体の平均値であり、個々の宅地の減歩率とは異なります。
※（ ）は、減価補償金による先行買収を行った場合の数値です。
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赤字：変更後
黒字：変更前

２－２ 事業計画変更（案）の概要



（５）資金計画
収入 支出

区分 金額

補助事業

国庫負担金
又は補助金

約52億円
約45億円

県費
約39億円
約35億円

町分担金
約5億円
約4億円

計
約96億円
約84億円

地方公共団体
単独費

県分
約40億円
約38億円

町分
約4億円
約4億円

合計
約140億円
約126億円

事項 金額 適用

道路築造費
約34億円
約21億円 道路の工事費

公園・緑地整備費
約1億円
約1億円 公園・緑地の工事費

水路等築造費
約3億円
約3億円 河川等水路の工事費

移転・移設補償費
約51億円
約51億円 建築物等の移転補償費

宅地整備費
約17億円
約17億円 宅盤の造成費等

その他
約6億円
約5億円 現場の維持補修費等

調査設計費・
事務費

約23億円
約23億円 実施設計等費用、事務費

減価補償費
約5億円
約5億円 用地買収費

合計
約140億円
約126億円
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赤字：変更後
黒字：変更前

２－２ 事業計画変更（案）の概要
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町の都市計画決定と同一範囲
（H30.3.8付告示）

・区域図・・・変更なし

２－２ 事業計画変更（案）の概要
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・設計図変更案

２－２ 事業計画変更（案）の概要



・市街化予想図変更案

２－２ 事業計画変更（案）の概要

25

※本図は、市街化誘導の予想図
であり、皆様方の土地利活用を
本図の区分（住宅地・商業地）に
限定するものではございません。

※都市計画上の規制の範囲内
で、土地利活用が可能です。



（１）事業計画の変更手続きの流れ（本日の説明会以降）

２－３ 事業計画の変更手続き

縦覧：H31.3.18～3.31(2週間)
意見書：H31.3.18～4.14(4週間) 26

事
業
計
画
変
更
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）

事
業
計
画
変
更
の
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可
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請

事
業
計
画
変
更
の
決
定
・公
告

事
業
計
画
変
更
の
認
可(

県→

国
）

(

国→
県
）

6月上旬～中旬4月下旬

土
地
区
画
整
理
審
議
会

第
一
回
仮
換
地
指
定

6月下旬

※利害関係者の方が関係する項目

27ページ
参照

28ページ
参照



（２）事業計画変更（案）の縦覧
○事業計画変更（案）の図書一式について、次のとおり縦覧します。事業計画変更の

認可申請前に、内容をご覧いただける機会を設けます。

27

◆縦覧場所
〇熊本県土木部道路都市局都市計画課（熊本市中央区水前寺６丁目１８－１）
○熊本県県央広域本部土木部益城復興事務所工務課（熊本市中央区八王寺町１－２０）
○益城町復興整備課（上益城郡益城町大字木山５９４）

◆縦覧期間
○平成３１年３月１８日（月曜日）から平成３１年３月３１日（日曜日）まで
※土曜、日曜及び祝日を含みます

◆縦覧時間
○午前８時３０分から午後５時１５分まで

（お問合せ先）
熊本県 都市計画課 都市施設班 ℡ ０９６－３３３－２５２１
熊本県 益城復興事務所 工務課 土地区画整理班 ℡ ０９６－２７３－９６４１
益城町 復興整備課 まちづくり推進室 ℡ ０９６－２８９－２９３０

２－３ 事業計画の変更手続き



（３）意見書の提出
・利害関係者で当該事業計画変更（案）に意見がある方は、平成３１年３月１８日（月曜日）から

平成３１年４月１４日（日曜日）までの期間、熊本県知事に意見書を提出することができます。

28

◆意見書の提出先
○郵送、ファックス及びメールの場合 （郵送は当日消印有効、ファックス及びメールは午後５時１５分まで受付）
・ 熊本県土木部道路都市局都市計画課
所在地 〒８６２－８５７０ 熊本市中央区水前寺６丁目１８－１
電話番号 ０９６－３３３－２５２１ ファックス番号 ０９６－３８７－１１５２
E−mail toshikeikaku@pref.kumamoto.lg.jp

○持参の場合 （受付時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで） ※土日、祝日も受付けます
・ 熊本県土木部道路都市局都市計画課（熊本市中央区水前寺６丁目１８－１）
・ 熊本県県央広域本部土木部益城復興事務所工務課

平成３１年３月３１日（日曜日）まで 熊本市中央区八王寺町１－２０
平成３１年４月 １日（月曜日）から 益城町大字福原７９０（旧益城中央小学校跡地）

・ 益城町復興整備課（益城町大字木山５９４）

◆意見書の記載事項
○意見書の様式は自由ですが、参考として県で作成したものを縦覧場所に用意していますのでご利用くださ
い。なお、熊本県のホームページにも掲載しています。

○意見書には次の事項を記載してください。
・ 意見書提出者の住所、氏名及び連絡先、作成日
・ 意見書の提出の対象である事業計画変更案の名称

（例）熊本都市計画事業益城中央被災市街地復興土地区画整理事業の事業計画変更案に対する意見書

・ 土地区画整理法第５５条第５項の規定により準用する行政不服審査法の規定に基づき実施する口頭に
よる意見陳述の申し出の有無
（例）口頭意見陳述の申し出を行います（又は行いません）。

２－３ 事業計画の変更手続き



３ 仮換地（案）の個別説明の開始について

29

（１）個別説明の概要
事業認可後に着手した換地設計において、６月からの仮換地指定に向けて、

各権利者 へ仮換地（案）を説明する。

なお、説明する内容は、個人の情報が多く含まれているため、個別にて実施

する。

（２）説明方法
◆各権利者のご自宅にて説明

◆ご希望により、益城町役場仮庁舎または益城復興事務所でも対応可

※借家人にも、所有者の承諾を頂きながら説明

（３）実施時期及び日時等
◆個別説明は、４月より順次開始

なお、４月中旬までに、当方より電話連絡にて日程調整

◆土曜、日曜及び祝日に実施を希望される場合も対応可能

◆開始時間の目安は、以下のとおり

上記時間での対応が困難な場合は、電話連絡時にご相談下さい

開始時間 開始時間

① １０：００～ ③ １５：３０～

② １３：００～ ④ １９：００～



３ 仮換地（案）の個別説明の開始について

30

（４）説明内容

① 換地の定め方

② 所有者情報の確認
・従前地の土地確認（地番、地目、登記地積）

・従前地の基準地積

・権利者の確認（相続人、共有者等）

③ 仮換地案内図及び仮換地明細図
・換地の位置、地積、形状

・各筆の減歩率

④ その他の仮換地に関するお知らせ

・小規模宅地の取扱い要領（該当者のみ）

・特別の宅地【墓地、私道敷】に関する措置（該当者のみ）

・建物（工作物）調査

⑤ 今後のスケジュール（仮換地指定までの手順）



３ 仮換地（案）の個別説明の開始について

31

① 換地の定め方

◆換地の位置は、原則として施行前の画地の位置や

環境等に照応するよう原位置付近に定める。

◆地区の実情及びまち（木山地区）の将来像に応じて、

土地を配置する。

◆被災された方の再建計画や土地利用に関する意向

確認を踏まえて、飛び換地、合併換地及び分割換地

を検討する。



12-6

③ 仮換地案内図及び仮換地明細図（イメージ）

３ 仮換地（案）の個別説明の開始について

32



３ 仮換地（案）の個別説明の開始について

33

⑤ 今後のスケジュール（仮換地指定までの流れ）

施
行
者
（
熊
本
県
）

施
行
者
（
熊
本
県
）

関
係
権
利
者

関
係
権
利
者

Ｈ31.4～ 仮換地（原案）提示 説明・確認

・換地の位置、地積、形状の概略
・各筆の減歩率 など

・建物（工作物）調査の実施依頼
・小規模宅地等の意向確認（該当者のみ）

意見

Ｈ31.5～
仮換地（案）提示 説明

意見

仮換地（案）調整

画地確定の計算

・換地の位置、地積、形状の確定

建物移転等の相談

街区内での合意

仮換地指定

移転交渉（補償金の提示）

・換地の位置、地積、形状の概略
・各筆の減歩率 など

合意



４－１ 建築行為等の制限（法第７６条の申請）

（１）法第７６条申請を要する行為

土地区画整理事業の施行地区内において、事業の施行の障害となるおそれがある行

為等を行おうとする場合は、「土地区画整理法第７６条」に基づき益城町（都市建設課）

に許可申請書を提出し、町長の許可を受ける必要があります。

－事業の施行の障害となるおそれがある行為等とは－

◆土地の形質の変更（掘削、切土、盛土など）

◆建築物、その他の工作物の新築、改築若しくは増築

◆重量が５トンを超える、移動の容易でない物件の設置若しくは堆積

（２）法第７６条申請の申請方法
◆申 請 者：事業の施行の障害のおそれがある行為等を行おうとする者

◆申請期間：平成３０年１０月５日（金）から換地処分の公告日まで

◆関係要領（様式）等：土地区画整理法第７６条申請の手引き

◆提 出 先：益城町役場都市建設課都市計画係

〒８６１－２２９５ 上益城郡益城町木山５９４

電話：０９６－２８６－３３４０

施行地区内で建築行為等を計画されている方は、必ず事前にご相談下さい。 34



４－１ 建築行為等の制限（法第７６条の申請）
（３）事業の流れと、事業の障害となるおそれがあるか否かの目安

35

仮換地の引渡し
（使用収益開始）

換地処分（通知・公告）

仮換地先の宅地整備と
周辺の基盤整備工事

区画整理登記・清算事務

事業計画決定の公告

仮換地指定

換地設計
工事実施設計

障害あり

障害なし

条件付きで
障害なし

《事業の流れ》 《事業の障害となるおそれがあるか否かの判断》

換地処分公告の翌日から

法第76条申請は不要

②

③

①

法
第
７
６
条
申
請
が
必
要
な
期
間



４－１ 建築行為等の制限（法第７６条の申請）

（４）条件付きとは

前頁②の期間に許可する際、付する条件は以下のとおりです。

◆仮に、基盤整備工事施工時点で、事業の施行の障害となった

場合には、施行者が指定する期間内に、自らの費用で移転又は

除却すること

◆建築等工事に際し、事前に施行者（熊本県益城復興事務所）と

調整し、基盤整備工事の進捗に影響を与えないこと（建築等工事

の竣工後を含む）

36



（５）事前相談

事業の施行の障害となるおそれがある行為を行おうとする場合は、

必ず事前相談を行って下さい。

◆相談窓口：①熊本県 県央広域本部土木部 益城復興事務所 工務課

土地区画整理班

直通TEL：096-273-9641 FAX：096-273-9658

住所：〒860-0831 熊本市中央区八王寺町1-20

直通TEL：096-234-7314 FAX：096-234-7439

住所：〒861-2211 上益城郡益城町大字福原790

②益城町役場 復興整備課 まちづくり推進室内

直通TEL：096-289-2930 FAX：096-286-4523

住所：〒861-2295 上益城郡益城町木山594

※受付時間 平日午前８時３０分から午後５時１５分まで

４－１ 建築行為等の制限（法第７６条の申請）

37

【平成３１年４月１日～】

（旧益城中央小学校跡地）



（１）土地売買等に伴う所有権移転を行う場合

◆土地売買等による所有権移転登記を行った場合は、所有権移転の

届出をお願いします。

◆施行地区内の土地や家屋の売買や権利の譲渡等に制限はかかり

ません。

◆ただし、基本的に建物の移転、建築等の制限、仮換地指定、清算金の

権利義務等が相手側（新たな所有者）に継承されることになりますので、

売買等の際には十分ご認識のうえ相手方にお伝えください。

（２）相続登記がされていない場合

◆土地所有者又は借地権者が死亡し、未だ相続登記がされていない

場合は、相続人の届出をお願いします。

４－２ 土地売買等による所有権移転等に伴う権利の届出

38



（３）所有権移転、及び相続の届出方法

◆届 出 者：（所有権移転）新所有者
（相続）相続した人

◆届出期間：平成３０年１０月５日（金）から換地処分の公告日まで

◆届出書類：（所有権移転）所有権移転届出書
（相続）相続届出書

◆関係要領（様式）等：権利申告等事務取扱要領

◆提 出 先：熊本県県央広域本部土木部益城復興事務所工務課

〒８６０－０８３１ 熊本市中央区八王寺町１－２０

電話：０９６－２７３－９６４１

〒８６１－２２１１

上益城郡益城町大字福原７９０（旧益城中央小学校跡地）

電話：０９６－２３４－７３１４ ＦＡＸ：０９６－２３４－７４３９

４－２ 土地売買等による所有権移転等に伴う権利の届出

39

【平成３１年４月１日～】



◆区画整理だより
平成３０年１０月１５日に創刊号を発行。これまでに第５号まで発行

随時、関係権利者の方へ発送する

◆益城町 復興ニュース
毎月１日、１５日発行

◆掲示板
掲示板を益城町役場仮庁舎、公民館「きやま座」、木山交差点、

木山仮設団地、テクノ仮設団地、木山上辻仮設団地に設置

◆ホームページ（益城町及び熊本県）
ホームページアドレス

（益城町）https://www.town.mashiki.lg.jp/
（熊本県）http://www.pref.kumamoto.jp/          【熊本県都市計画課】

５－１ 事業に関する情報提供方法

40

今後も、「土地区画整理事業」に関する情報は、以下の方法により、お知
らせいたします。



５－２ 相談窓口

41

①熊本県 県央広域本部土木部 益城復興事務所 工務課
土地区画整理班
直通TEL：096-273-9641 FAX：096-273-9658
住所：〒860-0831 熊本市中央区八王寺町1-20

②益城町役場 復興整備課 まちづくり推進室
直通TEL：096-289-2930 FAX：096-286-4523
住所：〒861-2295 上益城郡益城町木山594

※受付時間 平日午前８時３０分から午後５時１５分まで

住所：〒861-2211 上益城郡益城町大字福原790
（旧 益城中央小学校 跡地）

直通TEL：096-234-7314 FAX：096-234-7439

益城復興事務所の移転 【平成31年4月1日～】



５－３ 益城復興事務所の移転

移転日：平成３１年４月１日（月）

連絡先：（直通）０９６－２３４－７３１４ （ＦＡＸ）０９６－２３４－７４３９

益城復興事務所

県道熊本高森線

事業地区

県道益城菊陽線

所在地：上益城郡益城町大字福原７９０ （旧益城中央小学校跡地）
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